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ふるさと納税制度への対応方針

平成２０年２月１５日

山梨県

１ 趣 旨

現在、地方税法等の改正案が国会で審議されている。

この中で ふるさと に対し貢献又は応援をしたいという納税者の思いを実現する観点、「 」

から、個人住民税の地方公共団体に対する寄付金税制を大幅に拡充し、所得税と合わせて

一定限度まで全額を控除する仕組みとして、いわゆる「ふるさと納税制度」が実現する見

込みである。

改正案では、寄付先は、出身地や過去の居住地に限らず、全都道府県・市町村から自由

に選べる見込みである このため 故郷への恩返し という面と好きな地域を応援する 自。 「 」 「

治体サポート制度」という側面も持つ制度となる。

本県としては、山梨県を応援したいという方々の思いに応えられるよう万全の用意をす

るとともに、この制度を有効に活用する中で、山梨ファンを増やし、ひいては歳入を増や

す取り組みが必要である。

このため、本県の魅力や「暮らしやすさ日本一」の実現に向けた施策をアピールし、よ

り多くの寄付金を集めるため以下の取り組みを行う。

２ 基本的な対応方針

（１）寄付金の募集方法

◎ より多くの寄付を獲得するためには、他の自治体との差別化が必要である。本県

の独自性や特徴を生かした使途をアピールすることで、寄付の動機付け、寄付意欲

の向上を図ることとする。

◎ 本県らしさという視点から、また、生まれ育ったふるさとに恩返しをしたいとい

う思いに応えるという視点から次の３コースを用意し、寄付者が選択できる方式を

とる。

◎ 寄付者が特に使途を特定しない場合は、一般財源として活用することとする。

①「ふるさとの水を育む森林保全に関する取り組み」

〈寄付金充当予定事業〉

・造林費
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・環境公益林整備支援事業費

・水源地域緊急整備事業費

②「富士山の保全、環境美化に関する取り組み」

〈寄付金充当予定事業〉

・富士山総合保全対策推進事業費( ｸﾘｰﾝ ､ ﾄｲﾚ ､ )富士山 作戦 山小屋 の管理 不法投棄防止対策 等

・富士山世界文化遺産登録推進事業費

・富士山の文化財保存管理事業費

③「ふるさとの青少年育成に関する取り組み」

〈寄付金充当予定事業〉

・スポーツ施設整備費

・美術館事業費( 30 )開館 周年記念事業、特別展開催、教育普及事業 等

・博物館事業費( )企画展開催、夏休み自由研究プロジェクト 等

・ＶＦ甲府への支援

（２）寄付金の納付方法

◎ 通常の寄付金納付の方法に加え、寄付者が簡便に申し込み手続き、送金ができる

ように県ＨＰを使った簡易な手続き方法を用意する。

①県ＨＰのトップページに「ふるさと応援サイト（ふるさと納税 」を新設）

②「ふるさと応援サイト」から電子申請システムにリンク

③電子申請により寄付の申し込み完了

→ 県：納付書送付 → 寄付者：納付

（３）ふるさと納税制度の周知方法

①当面の対応（Ｈ２０年２～３月）

◎ ふるさと納税制度に関する各種様式等、詳細な制度設計は、３月の法改正、その

後の政省令の公布を待たなければならないが、事前情報を基に成立前にも次の周知

活動を行い成立時に円滑に対応できるようにする。

ア）県ＨＰに「ふるさと応援サイト」を新設

・県ＨＰのトップページに「ふるさと応援サイト」を新設（２月１５日～）

・寄付金募集予定施策の紹介、ふるさと納税制度の仕組み、寄付方法等の予告

を掲載

※政省令公布時には、電子申請とリンクさせ、申請手続きができるよう順次バ

ージョンアップさせる。
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イ）職員ポータルに「ふるさと納税制度の紹介」を掲載（２月～）

・県ＨＰへのリンク、掲示板の活用等によって職員への周知を行う。

ウ）封筒、名刺等の印刷の際 「ふるさと応援サイト周知文」を併せて印刷(2 ~)、 月

・今後、印刷する県封筒、名刺等、できるだけ多くの印刷物に「ふるさと応援

コーナー周知文」を併せて印刷するよう全庁に呼びかける。

エ）既存の広報事業・媒体の活用

・ふれあい、広報番組等

②平成２０年度の対応

◎ 県ＨＰによって広く全国に本県の取り組みを周知するとともに、ふるさと納税制

度の成立後は、寄付金目的に関連する方や本県ゆかりの方に対して効果的な周知活

動を行う。

〈想定される対象者〉

・やまなし大使（４７０人）

・東京県人会連合会の会員（約２万人、役員２６０人）

・大阪県人会の会員（２１６人）

・愛知県人会の会員（１５４人）

・八ヶ岳南麓等の二地域居住者（モニター５０人）

・富士登山者

・美術館、博物館への来館者 等

〈周知活動例〉

ア）上記対象者に「ふるさと納税制度」資料配付

イ）富士山関連施設、美術館、博物館への資料配置 等

３ ふるさと納税制度の所管課

◎ ふるさと納税制度が寄付者にとって利用しやすく、ワンストップサービスになる

よう配慮する。

◎ 総合窓口を知事政策室とする。

・寄付金受付窓口

・県HPサイトの運営・管理（制度周知、活用結果の全体説明 ））

■問い合わせ先

知事政策室（ ） 内線１０１７政策推進担当


